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管理会社における運用ガイドラインの一部変更に関するお知らせ 

 

 

 

東京インフラ・エネルギー投資法人（以下「本投資法人」といいます。）が資産の運用を委託する資産

運用会社である東京インフラアセットマネジメント株式会社（以下「本管理会社」といいます。）は、本

日開催された取締役会において、本管理会社の運用ガイドラインを一部変更（以下「本変更」といいま

す。）することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせします。 

 

 

記 
 
 

１． 変更理由 

本投資法人は、これまで固定価格買取制度（以下「FIT」といいます。）の対象である再生可能エネルギー発

電設備（以下「再エネ設備」といいます。）への投資を通じ、安定的かつ持続的な収益基盤の確立を図ってまい

りました。 

その一方で、再生可能エネルギーを巡る制度環境は大きな転換点を迎えており、FIT から市場連動型のフィ

ードインプレミアム制度（以下「FIP」といいます。）への移行が進展しております。 

本投資法人においても、こうした環境変化を成長の機会と捉え、今後は FIP 案件への投資及び本投資法人が

保有する FIT 案件の FIP 転換並びに併設型蓄電池の設置についても検討を進めてまいります。 

上記方針を踏まえ、本管理会社は、FIP 案件及び FIP 転換に係る投資方針等を明確化すべく、本投資法人に

係る運用ガイドラインを一部変更することを決定いたしました。 

 

２． 変更内容 

（１）本投資法人が投資対象とする再エネ設備として、FIT 案件、FIP 案件、非 FIT 案件及び非 FIP 案件が想定

されることから、各案件の検討要素に関する規定を新設 

（２）本投資法人が保有する FIT 案件を FIP 転換する際の検討要素に関する規定を新設 

（３）FIT 又は FIP の適用が終了した場合における対応方針についての規定を新設 

（４）その他表現の調整及び字句の訂正等 

 

具体的な変更内容は別紙のとおりです。 

 

３． 運用ガイドラインの変更日 

2025 年 9 月 29 日 

 

４． 今後の見通しへの影響 

本変更による 2025 年 8 月 18 日付「2025 年 6 月期 決算短信（インフラファンド）」にて公表した 2025 年 
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12 月期（第 16 期）、2026年 6 月期（第 17 期）及び 2026 年 12 月期（第 18 期）の運用状況の予想への影響は

ありません。 

 
５． その他 

本変更につきましては、2025 年 9 月 29 日付で、関東財務局長に臨時報告書を提出しております。 

 

以上 

 

 

※本投資法人のホームページアドレス：https://www.tokyo-infra.com/ 

  

https://www.tokyo-infra.com/
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【別紙】 
 

運用ガイドラインの変更内容 
 

（下線部は変更箇所を示します。） 
変更前 変更後 

１．（省略） 

 

２．投資方針 

（１）（省略） 

 

（２）ポートフォリオ構築方針 

当会社は本投資法人の基本方針を踏まえ、以下の

方針に従いポートフォリオ構築を行い、投資主価

値の最大化を目指す。 

①（省略） 

②投資対象となる資産の種別及び選定 

（省略） 

(イ)（省略） 

(ロ)再生可能エネルギー発電設備等対応証券（裏

付けとなる資産の 2 分の 1 を超える額を再生

可能エネルギー発電設備等に投資することを

目的とする次に掲げるものをいう。） 

（ⅰ）（省略） 

（ⅱ）（省略） 

（ⅲ）投資証券（投信法第 2条第 15 項に規定す

る受益証券をいう。） 

（ⅳ）特定目的信託の受益証券（資産流動化法第

2条第 15項に規定する受益証券をい 

う。）（前記（イ）（ⅴ）、（ⅵ）又は（ⅷ）

に該当するものを除く。） 

（ⅴ）（省略） 

当面は、収益の安定性や稼働済資産の市場規模等

を踏まえ、太陽光発電設備並びに太陽光発電設備

を設置、保守、運用するために必要な不動産、不動

産の賃借権（転借権を含む。）又は地上権（以下「太

陽光発電設備等」と総称する。）に係る再生可能エ

ネルギー発電設備関連資産への投資割合を 80％以

上、それ以外の再生可能エネルギー（風力発電、バ

イオマス発電、水力発電、地熱発電）に係る再生可

能エネルギー発電設備関連資産への投資割合を

20％以下とする（比率は、いずれも取得価格ベース

とする。）。 

なお、未稼働の再生可能エネルギー発電設備等に

係る再生可能エネルギー発電設備関連資産は、原

則として投資対象に含めない。ただし、未稼働の再

生可能エネルギー発電設備等に係る再生可能エネ

ルギー発電設備関連資産であっても、稼働後の売

電収入の確保が十分に見込まれ、取得後の収益の

安定性が見込める場合には、再生可能エネルギー

発電設備等の完工・引渡し等のリスクを低減させ

るための措置を施した上で、東京証券取引所の有

価証券上場規程その他関連諸法令及び諸規則に従

１．（現行どおり） 

 

２．投資方針 

（１）（現行どおり） 

 

（２）ポートフォリオ構築方針 

当会社は本投資法人の基本方針を踏まえ、以下の

方針に従いポートフォリオ構築を行い、投資主価

値の最大化を目指す。 

①（現行どおり） 

②投資対象となる資産の種別及び選定 

（現行どおり） 

(イ)（現行どおり） 

(ロ)再生可能エネルギー発電設備等対応証券（裏

付けとなる資産の 2 分の 1 を超える額を再生

可能エネルギー発電設備等に投資することを

目的とする次に掲げるものをいう。） 

（ⅰ）（現行どおり） 

（ⅱ）（現行どおり） 

（ⅲ）投資証券（投信法第 2条第 15項に規定す

る投資証券をいう。） 

（ⅳ）特定目的信託の受益証券（資産流動化法第

2条第 15項に規定する受益証券をい 

う。）（前記（イ）（ⅴ）、（ⅵ）又は（ⅷ）

に掲げる資産に該当するものを除く。） 

（ⅴ）（現行どおり） 

当面は、収益の安定性や稼働済資産の市場規模等

を踏まえ、太陽光発電設備並びに太陽光発電設備

を設置、保守、運用するために必要な不動産、不動

産の賃借権（転借権を含む。）又は地上権（以下「太

陽光発電設備等」と総称する。）に係る再生可能エ

ネルギー発電設備関連資産への投資割合を 80％以

上、それ以外の再生可能エネルギー（風力発電、バ

イオマス発電、水力発電、地熱発電）に係る再生可

能エネルギー発電設備関連資産への投資割合を

20％以下とする（比率は、いずれも取得価格ベース

とする。）。 

なお、未稼働の再生可能エネルギー発電設備等に

係る再生可能エネルギー発電設備関連資産は、原

則として投資対象に含めない。ただし、未稼働の再

生可能エネルギー発電設備等に係る再生可能エネ

ルギー発電設備関連資産であっても、稼働後の売

電収入の確保が十分に見込まれ、取得後の収益の

安定性が見込める場合には、再生可能エネルギー

発電設備等の完工・引渡し等のリスクを低減させ

るための措置を施した上で、東京証券取引所の有

価証券上場規程その他関連諸法令及び諸規則に従
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変更前 変更後 

い認められる限度で、投資を行うことができるも

のとする。 

また、投資対象となる再生可能エネルギー発電設

備等は、再エネ特措法に基づく固定価格買取制度

の対象であるか、又はプロジェクト固有の要素に

より長期安定収益確保が見込まれるものであるこ

とを要する。 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他、投資対象となる太陽光発電設備等の選定

に際しては、(1)再生可能エネルギー発電設備等の

所在地における日照量、気候その他の環境条件、

(2)接続電気事業者との系統連系の容易性、特定契

約及び接続契約の条件のほか、(3)太陽電池モジュ

ール、パワーコンディショナー、架台その他の機

い認められる限度で、投資を行うことができるも

のとする。 

また、投資対象となる再生可能エネルギー発電設

備等は、再エネ特措法に基づく FIT 制度の対象で

あるか、又はプロジェクト固有の要素により長期

安定収益確保が見込まれるものであることを要す

るものとし、再生可能エネルギー発電設備等が適

用を受ける制度に応じて、以下に定める事項を総

合的に勘案して投資を検討する。 

①FIT制度（再エネ特措法に基づく、再生可能

エネルギー発電設備を用いて発電した再生

可能エネルギー電気について、その利用を

促進するために、電気事業者があらかじめ

定められた価格、期間その他の条件に基づ

き当該再生可能エネルギー電気を調達する

制度（固定価格買取制度）を意味する。以下

同じ。）の適用を受ける再生可能エネルギー

発電設備等においては、FIT制度における調

達価格及び残存する調達期間、出力制御ル

ールその他の FIT制度の適用条件。 

②FIP制度（再エネ特措法に基づく、再生可能

エネルギー発電設備を用いて発電した再生

可能エネルギー電気について、市場取引等

（再エネ特措法に定義する意味による。以

下同じ。）による供給を促進するため、供給

促進交付金（再エネ特措法に定義する意味

による。）の交付を行う制度をいう。以下同

じ。）の適用を受ける再生可能エネルギー発

電設備等においては、市場取引等による売

電の方法等（売電の形態、売電に関する契約

の有無並びに契約がある場合においてはそ

の内容及びその相手方の属性、環境価値の

取扱い等）並びに FIP 制度における基準価

格及び残存する交付期間その他の FIP 制度

の適用条件。 

③FIT 制度又は FIP 制度の適用を受けない

（FIT 制度又は FIP 制度の適用が終了した

ものを含む。以下同じ。）再生可能エネルギ

ー発電設備等においては、再生可能エネル

ギー発電設備により発電した電気を小売電

気事業者等に対して直接若しくは卸電力取

引所を通じて売電する取引（以下「相対取引

等」という。）による売電の方法等（売電の

形態、売電に関する契約の有無並びに契約

がある場合においてはその内容及びその相

手方の属性、環境価値の取扱い等）。 

その他、投資対象となる太陽光発電設備等の選定

に際しては、(1)再生可能エネルギー発電設備等の

所在地における日照量、気候その他の環境条件、

(2)接続電気事業者との系統連系の容易性、特定契

約及び接続契約の条件のほか、(3)太陽電池モジュ

ール、パワーコンディショナー、併設型蓄電池及び
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変更前 変更後 

器・資材の様式、出力、容量、性能、メーカーその

他の技術的要素、(4)当該設備に係る敷地等の面

積、用途地域、利用権の種別、取得価格、利用条件

等、(5)当該設備の過去の収益データその他の実績

値、(6)当該設備に係る EPC 業者、O&M 業者その他

の関係者における該当業務の過去実績及び信用力

等、(7)適切な保険契約又は保証等の条件・付保状

況、(8)再エネ特措法に基づく固定価格買取制度に

おける調達価格及び残存する調達期間、出力制御

ルールその他の固定価格買取制度の適用条件等を

総合的に検討する。太陽光発電設備等以外の再生

可能エネルギー発電設備等の選定に際しても、太

陽光発電設備等の選定に準じた検討を行う。 

③（省略） 

 

（３）（省略） 

 

（４）デュー・ディリジェンス基準 

（省略） 

 

項目 内容 

経済的 

調査 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

収入関係 ・ （省略） 

・ （省略） 

・ （省略） 

・ 調達価格の変動可

能性 

・ （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

（省略） （省略） 

 

（５）ポートフォリオ運用方針 

A.～C.（省略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

架台その他の機器・資材の様式、出力、容量、性能、

メーカーその他の技術的要素、(4)当該設備に係る

敷地等の面積、用途地域、利用権の種別、取得価

格、利用条件等、(5)当該設備の過去の収益データ

その他の実績値、(6)当該設備に係る EPC業者、O&M

業者その他の関係者における該当業務の過去実績

及び信用力等、(7)適切な保険契約又は保証等の条

件・付保状況等を総合的に検討する。太陽光発電設

備等以外の再生可能エネルギー発電設備等の選定

に際しても、太陽光発電設備等の選定に準じた検

討を行う。 

 

 

③（現行どおり） 

 

（３）（現行どおり） 

 

（４）デュー・ディリジェンス基準 

（現行どおり） 

 

項目 内容 

経済的 

調査 

（現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

収入関係 ・ （現行どおり） 

・ （現行どおり） 

・ （現行どおり） 

・ 電力の買取価格の

変動可能性 

・ （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

（現行どおり） （現行どおり） 

 

（５）ポートフォリオ運用方針 

A.～C.（現行どおり） 

D. FIT制度から FIP制度への変更 

本投資法人が保有する資産のうち、FIT制度の

適用を受ける再生可能エネルギー発電設備に

ついて、見込まれる市場取引等による売電の

方法等（売電の形態、売電に関する契約の有無

並びに契約がある場合においてはその内容及
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変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

（６）売却方針 

（省略） 

 

（新設） 

 

びその相手方の属性、環境価値の取扱い等）並

びに FIP 制度の適用を受けた場合における基

準価格、残存する交付期間及び出力制御のル

ールその他のFIP制度の適用条件を考慮の上、

適用を受ける制度を FIT 制度から FIP 制度に

変更することを検討するものとする。 

 

（６）売却方針 

（ⅰ）（現行どおり） 

 

（ⅱ）また、FIT制度又は FIP制度の適用を受ける

再生可能エネルギー発電設備について、調

達期間又は交付期間が満了し、FIT制度又は

FIP制度の適用外となった場合は、①原則相

対取引等によって売電するか、又は、②権利

関係上やむを得ず売電事業を継続できない

場合や事業を継続しないことが適切である

と判断した場合は、当該再生可能エネルギ

ー発電設備を売却するものとする。これら

の選択においては、当該満了時における売

電市場、卸電力取引所、当該再生可能エネル

ギー発電設備のセカンダリー取引市場の動

向及びそれらを踏まえた具体的な売電又は

売却条件等を勘案するものとし、当該再生

可能エネルギー発電設備を売却する場合

は、上記(i)の売却方針についても考慮す

る。 

 

 


